介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務委託契約書

○○○○地域包括支援センター（以下「甲」という。）と　　　　　　

（以下「乙」という。）とは、介護保険法及び関係法令に基づき、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務の委託に関して、次のとおり契約を締結する。

（目的）

第1条 甲は、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務の一部を乙に委託し、乙は、これを受託するものとする。

（委託方法）

第2条 甲は、乙に対し介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント対象者を通知する。乙は当該対象者に対し、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントを実施し、その結果を甲の定める期日までに甲に報告する。

（委託業務の内容）

第3条 委託業務の内容は次のとおりとする。

（1） アセスメントの実施

（2） 介護予防サービス・支援計画原案の作成

（3） サービス担当者会議の開催

（4） 介護予防サービス・支援計画書の交付

（5） サービス提供

（6） モニタリング

（7） 評価

（8） 給付管理業務

（9） 日常の連絡・調整

（委託期間）

第４条　この業務の委託期間は、平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日までとする。

（申出義務）

第5条 乙は、この契約締結後の事情の変化により業務委託を遂行することが困難となり、若し　くは甲に不利になったときは、その都度、甲に申し出て必要な指示を受けなければならない。

（委託料及び支払方法）

第6条 　甲は、乙に対し、委託業務を処理するための経費として、介護予防支援に要する費用及び介護予防ケアマネジメントに要する費用（以下「委託料」という。）を次のとおり支払うものとする。

（１）介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント

　　　　４，１９０円／月（１件あたり、地域区分単価込み）

（２） eq \o\ad(初回加算,　　　　　　)　　　
　　３，０６３円／月（１件あたり、地域区分単価込み）

　　 但し、関係法令に基づいて定められた利用料が、契約期間中に変更になった場合は、
関係法令に従って改定後の利用料が適用されます。
２　毎月の委託料に関しては、国民健康保険団体連合会より直接乙に支払われるものとする。

（権利義務の譲渡等の制限）

第7条 　乙は、本契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ、またはその権利を担保に供してはならない。

（再委託の禁止）

第8条 　乙は、委託業務の全部、または、一部を第三者に再委託してはならない。

第9条 （個人情報の保護）

第10条 　乙は、委託業務の実施にあたり、業務上知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。

２　乙は、業務上知り得た個人情報を委託業務以外に使用してはならない。

３　乙は、業務上知り得た個人情報の漏洩防止に努めなければならない。

（損害賠償責任）

第11条 　乙は、次に揚げる理由が生じたときは、直ちにその損害を被害者に賠償しなければな　　　　　　　　　　　　　らない。　　　　　　　　　　

（1） 乙が委託業務の実施に関し、甲又は第三者に損害を与えたとき。

（2） 次条の定めによりこの契約が解除された場合において、乙が甲に損害を与えたとき。

（契約の解除）

第12条 甲は、乙が次の各号に該当するときは、この契約を解除することができる。

（1） 指定居宅介護支援事業者の指定を取り消されたとき。

（2） 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準に違反し、委託業務を適切に行うことが困難であると認められるとき。

（3） 不正なマネージメントを行うなど本契約又は本契約に基づく指示に違反し、その違反によりこの目的を達成することができないと認められるとき。

（契約の更新）

第13条 この契約を継続しようとする場合は、契約期間満了２ヶ月前までに甲乙いずれからも異議の申し出がないときは、さらに１年間延長するものとし、その後においても同様とする。

（定めのない事項の処理）

第14条 　この契約に定めるもののほか、必要な事項については、甲乙協議の上、決定するものとする。

上記の契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を所持する。

　　　平成　　年　　月　　日　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　　袋井市　　　　　　　番地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○地域包括支援センター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理者　　　△△　△△

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙

